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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第108期

第３四半期
連結累計期間

第109期
第３四半期
連結累計期間

第108期

会計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

売上高 （百万円） 68,895 72,972 93,632

経常利益 （百万円） 3,435 3,563 4,449

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,099 2,236 2,796

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,915 2,906 5,667

純資産額 （百万円） 52,279 55,658 53,967

総資産額 （百万円） 89,085 97,513 100,997

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 73.72 78.09 98.11

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 73.47 78.04 97.84

自己資本比率 （％） 57.9 56.3 52.8

 

回次
第108期

第３四半期
連結会計期間

第109期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 22.36 28.78

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の締結は行われておりません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、米国を中心に緩やかに回復しております。国内経済は、消費税

増税後の落ち込みから徐々に持ち直し、円安の進行により輸出環境の好転が続いておりますが、金融緩和策の継

続、消費税増税の先送りなどの経済対策は、景気の押上げまでには至っておりません。

自動車業界におきましては、国内市場は消費税増税の影響から脱したものの、販売台数は前年度比微増にとどま

りました。海外では、米国市場が好景気を反映し好調に推移、欧州・中国も堅調でしたが、タイを中心とする東南

アジアの市場低迷が継続しております。

このような状況のなか、グローバル拡大を支えるための製品・拠点別のプロジェクトや無駄の排除等の費用低減

活動を推進し、「2013-2015年度中期経営計画」達成へ向けた全社一丸の取り組みを加速させてまいります。

 

①　売上高

当第３四半期連結累計期間の売上高は72,972百万円となり、前年同四半期に比べ4,076百万円の増収（前年同

四半期比5.9％増）となりました。

②　営業利益

当第３四半期連結累計期間の営業利益は3,396百万円となり、前年同四半期に比べ290百万円の増益（前年同四

半期比9.4％増）となりました。

③　経常利益

当第３四半期連結累計期間の経常利益は3,563百万円となり、前年同四半期に比べ128百万円の増益（前年同四

半期比3.7％増）となりました。

④　四半期純利益

当第３四半期連結累計期間の四半期純利益は2,236百万円となり、前年同四半期に比べ136百万円の増益（前年

同四半期比6.5％増）となりました。

 

　セグメントの業績を示しますと、次のとおりであります。

①　自動車部品関連事業

自動車部品関連事業においては、売上高が60,592百万円となり、前年同四半期に比べ952百万円の増収（前年

同四半期比1.6％増）となりました。

②　自動車製造用設備関連事業

自動車製造用設備関連事業においては、売上高が12,224百万円となり、前年同四半期に比べ3,129百万円の増

収（前年同四半期比34.4％増）となりました。
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(2）財政状態の分析

①　流動資産

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は43,860百万円であり、前連結会計年度末に比べ6,074百万円

減少しております。現金及び預金の8,424百万円の減少、受取手形及び売掛金の957百万円の増加、たな卸資産の

812百万円の増加が主な要因であります。

②　固定資産

当第３四半期連結会計期間末における固定資産は53,653百万円であり、前連結会計年度末に比べ2,591百万円

増加しております。建物及び構築物の1,208百万円の増加、建設仮勘定の649百万円の増加、投資有価証券の539

百万円の増加が主な要因であります。

③　流動負債

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は25,545百万円であり、前連結会計年度末に比べ2,932百万円

減少しております。１年内返済予定の長期借入金の1,483百万円の減少、未払法人税等の1,092百万円の減少が主

な要因であります。

④　固定負債

当第３四半期連結会計期間末における固定負債は16,310百万円であり、前連結会計年度末に比べ2,242百万円

減少しております。長期借入金の2,779百万円の減少、退職給付に係る負債の470百万円の増加が主な要因であり

ます。

⑤　純資産

当第３四半期連結会計期間末における純資産は55,658百万円であり、前連結会計年度末に比べ1,690百万円増

加しております。利益剰余金の913百万円の増加、その他有価証券評価差額金の355百万円の増加、為替換算調整

勘定の279百万円の増加が主な要因であります。

 

(3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は2,391百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,400,000

計 48,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成26年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年2月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,823,457 28,827,457

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株で

あります。

計 28,823,457 28,827,457 － －

（注）　提出日現在の発行数には、平成27年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日

（注）１

13,000 28,823,457 6 6,470 6 10,100

（注）１　新株予約権の行使による増加であります。

２　平成27年１月１日から平成27年１月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が4,000

株、資本金および資本準備金がそれぞれ2百万円増加しております。

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式        154,400
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式     28,630,200 286,302 －

単元未満株式 普通株式         25,857 － －

発行済株式総数 28,810,457 － －

総株主の議決権 － 286,302 －

（注）１　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が次のとおり含まれております。

自己保有株式　　　　　　　　　　15株

２　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）      

大豊工業株式会社
愛知県豊田市緑ヶ丘三

丁目65番地
154,400 － 154,400 0.54

計 － 154,400 － 154,400 0.54

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

大豊工業株式会社(E02199)

四半期報告書

 6/18



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

大豊工業株式会社(E02199)

四半期報告書

 7/18



１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,916 10,491

受取手形及び売掛金 16,907 17,865

電子記録債権 2,795 3,467

商品及び製品 2,637 2,678

仕掛品 2,020 2,702

原材料及び貯蔵品 3,893 3,983

繰延税金資産 1,424 956

その他 1,540 1,920

貸倒引当金 △200 △205

流動資産合計 49,935 43,860

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 27,096 28,791

減価償却累計額 △16,426 △16,912

建物及び構築物（純額） 10,670 11,878

機械装置及び運搬具 74,561 76,764

減価償却累計額 △60,707 △62,960

機械装置及び運搬具（純額） 13,853 13,803

工具、器具及び備品 15,629 16,372

減価償却累計額 △14,476 △15,033

工具、器具及び備品（純額） 1,152 1,339

土地 13,339 13,370

リース資産 296 301

減価償却累計額 △140 △174

リース資産（純額） 156 127

建設仮勘定 5,109 5,758

有形固定資産合計 44,282 46,278

無形固定資産   

のれん 508 410

リース資産 36 25

その他 914 998

無形固定資産合計 1,459 1,433

投資その他の資産   

投資有価証券 2,840 3,379

繰延税金資産 1,329 1,417

退職給付に係る資産 159 179

その他 1,027 1,000

貸倒引当金 △36 △36

投資その他の資産合計 5,320 5,940

固定資産合計 51,062 53,653

資産合計 100,997 97,513
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,730 12,880

短期借入金 836 860

1年内返済予定の長期借入金 6,180 4,696

リース債務 64 61

未払費用 4,380 3,697

未払法人税等 1,176 84

役員賞与引当金 169 134

その他 2,939 3,129

流動負債合計 28,477 25,545

固定負債   

長期借入金 16,382 13,603

リース債務 131 95

繰延税金負債 584 674

退職給付に係る負債 958 1,428

役員退職慰労引当金 300 165

資産除去債務 108 108

その他 86 233

固定負債合計 18,552 16,310

負債合計 47,029 41,855

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,440 6,470

資本剰余金 9,909 9,938

利益剰余金 35,408 36,322

自己株式 △191 △191

株主資本合計 51,566 52,539

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 942 1,298

為替換算調整勘定 878 1,158

退職給付に係る調整累計額 △103 △118

その他の包括利益累計額合計 1,717 2,338

新株予約権 41 62

少数株主持分 641 718

純資産合計 53,967 55,658

負債純資産合計 100,997 97,513
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 68,895 72,972

売上原価 56,480 59,965

売上総利益 12,415 13,007

販売費及び一般管理費   

荷造運搬費 723 725

役員報酬 216 257

従業員給料 1,944 2,107

賞与 593 649

退職給付費用 183 179

法定福利費 327 359

福利厚生費 385 423

役員退職慰労引当金繰入額 55 39

役員賞与引当金繰入額 119 136

賃借料 152 153

旅費及び交通費 210 245

減価償却費 279 289

研究開発費 2,537 2,391

その他 1,579 1,652

販売費及び一般管理費合計 9,309 9,610

営業利益 3,105 3,396

営業外収益   

受取利息 24 25

受取配当金 48 62

為替差益 340 269

その他 241 119

営業外収益合計 656 477

営業外費用   

支払利息 193 133

固定資産除却損 35 41

持分法による投資損失 30 3

その他 66 132

営業外費用合計 326 310

経常利益 3,435 3,563
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  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

特別利益   

新株予約権戻入益 1 1

固定資産売却益 4 11

受取保険金 ※１ 37 －

負ののれん発生益 3 －

その他 0 0

特別利益合計 47 12

特別損失   

固定資産除却損 0 92

固定資産売却損 6 11

災害による損失 ※２ 40 －

その他 － 21

特別損失合計 47 125

税金等調整前四半期純利益 3,434 3,450

法人税、住民税及び事業税 903 606

法人税等調整額 322 592

法人税等合計 1,225 1,199

少数株主損益調整前四半期純利益 2,209 2,250

少数株主利益 109 14

四半期純利益 2,099 2,236

 

EDINET提出書類

大豊工業株式会社(E02199)

四半期報告書

11/18



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,209 2,250

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 370 355

為替換算調整勘定 1,347 305

退職給付に係る調整額 － △14

持分法適用会社に対する持分相当額 △11 9

その他の包括利益合計 1,706 655

四半期包括利益 3,915 2,906

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,768 2,856

少数株主に係る四半期包括利益 146 49
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【注記事項】

（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を残存勤務期間に基づく割

引率から単一の加重平均割引率へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。

この結果、第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が755百万円増加し、利益剰余金が491百万円

減少しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への

影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（厚生年金基金の特例解散）

当社および一部の国内連結子会社が加入する「愛鉄連厚生年金基金」は、平成26年２月21日開催の代議員会で

特例解散の方針を決議いたしました。同基金の解散に伴い費用の発生が見込まれますが、解散に伴う費用の金額

と業績に与える影響につきましては、現時点では不確定要素が多く、合理的な見積金額の算定ができません。見

積金額が判明した時点で、損失計上をいたします。

（役員退職慰労引当金）

当社は、平成26年６月12日開催の定時株主総会において、取締役および監査役の退職慰労金制度廃止に伴う打

ち切り支給（支給の時期は各取締役および各監査役の退任時）を決議いたしました。

これに伴い、第１四半期連結会計期間において、当社の「役員退職慰労引当金」の全額を取崩し、打ち切り支

給額の未払分107百万円を固定負債の「その他」に含めて表示しております。

なお、一部の国内連結子会社については引き続き役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定

に基づく期末要支給額を「役員退職慰労引当金」に計上しております。

（退職給付引当金）

当社は、平成26年４月22日開催の常勤役員会において、平成26年６月12日開催の定時株主総会終結の時をもっ

て執行役員退職慰労金制度の廃止と打ち切り支給（支給の時期は各執行役員の退任時）を決議いたしました。

これに伴い、第１四半期連結会計期間において、当社の「退職給付引当金」のうち執行役員退職慰労金相当額

を取崩し、打ち切り支給額の未払分42百万円を固定負債の「その他」に含めて表示しております。
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　受取保険金

　当社の連結子会社であるタイホウ コーポレーション オブ ヨーロッパ有限会社の海上輸送中の棚卸資

産にかかる船舶沈没事故に伴う受取保険金であります。

 

※２　災害による損失

　当社の連結子会社であるタイホウ コーポレーション オブ ヨーロッパ有限会社の海上輸送中の棚卸資

産にかかる船舶沈没事故によるものであります。

 
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれん

及び負ののれんの償却額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

減価償却費 4,019百万円 4,372百万円

のれんの償却額 98百万円 105百万円

負ののれんの償却額 △2百万円 △2百万円

 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月12日

定時株主総会
普通株式 368 13.00 平成25年３月31日 平成25年６月13日 利益剰余金

平成25年10月30日

取締役会
普通株式 399 14.00 平成25年９月30日 平成25年11月26日 利益剰余金

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月12日

定時株主総会
普通株式 400 14.00 平成26年３月31日 平成26年６月13日 利益剰余金

平成26年10月30日

取締役会
普通株式 429 15.00 平成26年９月30日 平成26年11月26日 利益剰余金

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額 

自動車部品
関連事業

自動車製造
用設備関連
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 59,639 9,094 68,734 161 68,895 － 68,895

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 152 152 1,027 1,180 △1,180 －

計 59,639 9,247 68,886 1,189 70,076 △1,180 68,895

セグメント利益 6,276 730 7,006 128 7,134 △4,029 3,105

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品の小売・自動車部品の物流・

梱包等のサービス等を含んでおります。

２　セグメント利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との調整額△4,029百万円は、主に全社費用

（主に報告セグメントに帰属しない一般管理費）となっております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額 

自動車部品
関連事業

自動車製造
用設備関連
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 60,592 12,224 72,816 155 72,972 － 72,972

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 822 822 986 1,809 △1,809 －

計 60,592 13,047 73,639 1,142 74,781 △1,809 72,972

セグメント利益 5,958 1,314 7,272 93 7,366 △3,970 3,396

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品の小売・自動車部品の物流・

梱包等のサービス等を含んでおります。

２　セグメント利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との調整額△3,970百万円は、主に全社費用

（主に報告セグメントに帰属しない一般管理費）となっております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 73.72円 78.09円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 2,099 2,236

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 2,099 2,236

普通株式の期中平均株式数（株） 28,477,227 28,636,671

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 73.47円 78.04円

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 94,717 17,949

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　第109期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当については、平成26年10月30日開催の取締役会

において、平成26年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを

決議いたしました。

①　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　429百万円

②　１株当たりの中間配当金　　　　　　　　　 15円00銭

③　効力発生日ならびに支払開始日　　 平成26年11月26日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月13日

大豊工業株式会社

取　締　役　会　御　中

 

あ ら た 監 査 法 人

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 戸　田　　　栄

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 市　原　順　二

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大豊工業株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大豊工業株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注） １． 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　 ２． ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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